
財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記
該当なし

２．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
　　該当なし
(2) 固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産・・・定額法
(3) 引当金の計上基準
　　退職給与引当金・・・香川県民間社会福祉施設等従事職員共済制度契約の算定基準により算出している。

３．重要な会計方針の変更
　新社会福祉法人会計基準へ今年度（平成27年度）より移行

４．法人で採用する退職給付制度
　当法人で採用する退職金制度は以下のとおりである。
     香川県民間社会福祉施設等従事職員共済制度
　　 独立行政法人福祉医療機構・・社会福祉施設職員等退職手当共済制度

５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
(1) 法人全体の財務諸表(第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式)
(2) 事業区分別内訳表(第１号の２様式、第２号の２様式、第３号の２様式)
(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
(4) 収益事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
(5) 各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　ア　三谷町①（社会福祉事業）　
　　　　法人本部
　　　　生活介護
　　イ　三谷町②（社会福祉事業）
　　　　就労継続支援B型
　　　　短期入所事業

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。



（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 44,000,000 0 0 44,000,000
建物 160,756,052 0 11,899,254 148,856,798

合            計 204,756,052 0 11,899,254 192,856,798

７．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等
特別積立金の取崩し
基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩しは以下のとおりである。
（１）サービス活動費用の控除項目として計上する取崩しにより、国庫補助金等特別積立金を9,505,356円取崩

８．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。
　　独立行政法人社会福祉医療機構の借入に対する担保
　　　土地　：三谷町字中南3518番16
　　　　　　　三谷町字中南3519番5
　　　　　　　三谷町字中南3518番6
　　　　　　　三谷町字中南3608番18
　　　建物　：三谷町字中南3608番16　鉄筋コンクリート造ｽﾚｰﾄ葺平屋建
　　　構築物：三谷町字中南3518番16　ブロック塀

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　　独立行政法人社会福祉医療機構
　　金額　平成28年3月31日現在　　6,150,000円

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高
累計額

土地（基本財産） 44,000,000 0 44,000,000
建物（基本財産） 232,704,970 83,848,172 148,856,798
土地 47,829,800 0 47,829,800
建物 23,467,890 6,302,306 17,165,584
構築物 8,444,761 7,132,379 1,312,382
車両運搬具 14,313,337 13,120,290 1,193,047
器具・備品 20,211,661 16,686,247 3,525,414

合            計 390,972,419 127,089,394 263,883,025

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高



債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の
の当期末残高 当期末残高

香川県国保連合会　 3,784,156 0 3,784,156
職員及び利用者給食費 82,810 0 82,810
就労支援事業収入 813,387 0 813,387
銀行利子 500 0 500

合            計 4,680,853 0 4,680,853

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。
（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益
該当なし

合            計

１２．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

（単位：円）

法人 事業の 議決権 関係内容 取引の

取引金額 科目 期末残高

名称 は職業 割合 兼務等 の関係

種類 等の 住所 資産総額 内容又 の所有 役員の 事業上 内容

取引条件及び取引条件の決定方針等

該当なし



１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

１３．重要な偶発債務
該当なし

１４．重要な後発事象
該当なし


